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公立大学法人における収支計画及び剰余金の対応方法

１ 収支計画

・公立大学法人においては，公共的な性格を有し独立採算制を前提としていないこと，

損益計算における利益の獲得を制度上予定してないことから，単年度の予算上では，

基本的に収支が均衡することになる。

２ 剰余金の対応方法

・公立大学法人において，毎事業年度の利益が生じたときは，剰余金として整理し，設立

団体の長に経営努力によるものと認定された場合，「目的積立金」として中期計画に定

める使途に充当することが可能である。「目的積立金」を控除してもなお，剰余金があ

る場合は，その上回る部分は「積立金」とされる。

・中期計画期間終了時に「積立金」がある場合，設立団体の長の承認を得た上で，次期計

画の財源として充当することが可能である。この外に残余がある場合は設立団体に返還

することになる。

※（参考）地方独立行政法人法における関係条項の抜粋
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 （利益及び損失の処理等）
第四十条 地方独立行政法人は，毎事業年度，損益計算において利益を生じたときは，前事業年度
から繰り越した損失を埋め，なお残余があるときは，その残余の額は，積立金として整理しなけ

 ればならない。ただし，第三項の規定により同項の使途に充てる場合は，この限りでない。
２ 地方独立行政法人は，毎事業年度，損益計算において損失を生じたときは，前項の規定による
積立金を減額して整理し，なお不足があるときは，その不足額は，繰越欠損金として整理しなけ

 ればならない。
３ 地方独立行政法人は，毎事業年度，第一項に規定する残余があるときは，設立団体の長の承認
を受けて，その残余の額の全部又は一部を翌事業年度に係る認可中期計画の第二十六条第二項第

 六号の剰余金の使途に充てることができる。
４ 地方独立行政法人は，中期目標の期間の最後の事業年度に係る第一項又は第二項の規定による
整理を行った後，第一項の規定による積立金があるときは，その額に相当する金額のうち設立団
体の長の承認を受けた金額を，当該中期目標の期間の次の中期目標の期間に係る認可中期計画の

 定めるところにより，当該次の中期目標の期間における業務の財源に充てることができる。
５ 地方独立行政法人は，前項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を
受けた金額を控除してなお残余があるときは，その残余の額を設立団体に納付しなければならな

 い。
６ 前二項に定めるもののほか，納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は，設
立団体の規則で定める。
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※剰余金対応に関する流れ（案）

〇中期計画期間内の毎事業年度（２～５年度目決算終了時点）

〇中期計画終了年度（６年度目決算終了時点）

旭川市 公立大学法人旭川市立大学

旭川市 公立大学法人旭川市立大学

④市からの当期末利益処分の承認・
非承認を踏まえた対応

③法人からの申請に基づき，前年度
の当期末利益処分について承認

※承認基準については今後調整

①前年度決算に伴う剰余金(当期末利
益処分)の発生

②経営努力により生じた利益か否か
を判断し，市長からの承認を得る
ため，市に当期末利益処分の申請

経営努力利益
承認分
↓

目的積立金
中期計画で定め
た剰余金の使途
として使用可能
(法第 40 条第 3項)

経営努力利益
非承認分
↓

積立金
損失の補填にの
み充当可能
(法第 40 条第 1項)

経営努力利益

承認

経営努力利益

非承認

③法人からの申請に基づき，中期計
画期間内積立金処分案について承
認

※承認基準については今後調整

承認 非承認

④市からの中期計画期間内積立金処
分案の承認・非承認を踏まえた対
応

①前年度決算に伴う中期計画期間内
積立金の発生

②中期計画期間内積立金に関して次
期中期計画期間への繰越について
市長から承認を得るため，市に中
期計画期間内積立金処分案の申請

承認
↓

次期中期計画期
間の財源に充当
(法第 40 条第 4項)

非承認
↓

市に返還
(法第 40 条第 5項)


